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研究成果の概要（和文）：「グローバルな変動→移動レジーム（人のライフコースに沿った社会移動イベント－就職、
転職、労働市場からの退出／再参入、引退等－を組織化する制度的配置）の変容→社会階層と雇用・生活リスク分布の
変動」という一連のメカニズムに着目して、正規雇用者と非正規雇用者の格差が歴史的な背景を有していること、パー
ト労働法・労働者派遣法の改正が既存の不平等を法制化する役割を果たしたこと、人々の教育選択や職業選択に社会制
度が多元的な影響を及ぼしていることなどが明らかになった。

研究成果の概要（英文）：This research project focused on a social mechanism in which global changes 
change mobility regimes, which in turn change social stratification and the distribution of 
employment-livelihood risks. Analyzing the mechanism led to the following findings. (1) The inequality 
between regular and non-regular workers has historical backgrounds. (2) The revision of Part-time 
Employment Act and Temporary Staffing Services Law contributed to legalizing the existing inequality 
among workers. (3) Social institutions affect people’s choices of education and occupation in various 
aspects.
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１．研究開始当初の背景 
 現代日本において階層構造はその流動性
を高めている。近年の非正規労働者の増加は
それを端的に表している。この背景には、一
方でグローバリゼーションとそれに伴う規
制緩和があり、他方でそれらに対応する人々
の行動がある。本研究プロジェクトが出発点
とする福祉国家レジーム論と社会移動分析
はそれぞれ前者と後者を対象としてきた。福
祉国家レジーム論（Esping-Andersen 1990）
から見ると、グローバリゼーションの影響を
受けた規制緩和のあり方はそれぞれの社会
の福祉国家レジームによって異なる。日本の
場合、日本型雇用慣行（長期雇用制、年功賃
金、企業別労働組合）が正規雇用者の多くを
カバーし、彼ら・彼女らのライフコース上で
発生しうる雇用や生活に関するリスクを回
避する福祉機能を担ってきた。しかしグロー
バリゼーションにより、多くの企業が日本型
雇用慣行を維持することが難しくなり、日本
型雇用慣行は弱体化している。 
 この議論は正しいが１つ見落としている
点がある。それは、労働市場全体で均一に日
本型雇用慣行が弱体化しているわけではな
い、ということである。2005 年社会階層と
社会移動全国調査（略称 SSM調査 研究代表
者・佐藤嘉倫）によると、大企業の方が中小
企業よりも弱体化のスピードが遅い。また女
性や低学歴層ほど非正規雇用部門に入りや
すい。これらのことは、雇用・生活リスクが
労働市場の中核ではあまり変化していない
が、周辺で高まっていることを示唆する。 
 SSM調査に代表される社会移動分析は、詳
細なデータ分析によりこれらのことを明ら
かにしてきた。しかし逆に、グローバリゼー
ションのようなグローバルな変動が個々の
社会の制度に及ぼす影響やそれらの制度が
社会移動に及ぼす影響の分析は中心的テー
マではなかった。 
 
２．研究の目的 
移動レジームという概念を福祉国家レジ
ーム論と社会移動分析を結びつける結節点
として捉え、「グローバルな変動→移動レジ
ームの変容→社会階層と雇用・生活リスク分
布の変動」という社会的メカニズムを想定す
る。 
 移動レジームとは、人のライフコースに沿
った社会移動イベント―就職、転職、労働市
場からの退出／再参入、引退等―を組織化す
る制度的配置である（DiPrete 2002）。日本
では、学校から企業へのスムーズな移行、長
期雇用制、企業による福利厚生等が日本型移
動レジームを構成してきた。そしてこの日本
型移動レジームが正規雇用男性稼ぎ主モデ
ルによる雇用・生活リスクの回避を実現して
きた。しかし近年のグローバリゼーションや
新自由主義の台頭により、日本型移動レジー
ムに対する社会的了解（正当性）が崩れ、レ
ジームが弱体化している。いわば「たが」が

外れたため、レジームから離脱する人々が増
えてきた。これらの人々は大きく次の 4類型
に分類することができる。(1)起業家のように、
従来よりも上昇移動するスーパーアチーバ
ー、(2)資格取得によりリスク回避をしようと
する人々、(3)家族・知人等のネットワークに
頼りリスク回避をしようとする人々、(4)孤立
化し下降移動する人々。そして(5)依然として
日本型移動レジームの中に留まる人々を加
えて、5類型を想定することができる。 
 そして重要なことは、階層によって入る類
型が異なると想定できることである。日本型
移動レジームが支配的だった頃は、上位階層
から下位階層まで一定の枠に入っていた。し
かしこのレジームの弱体化により、上述の 5
類型に人々が分化していき、上位階層の一部
はスーパーアチーバーになり、下位階層の一
部は孤立化していると考えられる。 
 このように、グローバルな変動が移動レジ
ームを変容させ、移動レジームの変容が社会
階層と雇用・生活リスク分布を変動させてい
る。本研究プロジェクトでは、下記の３で述
べる計量歴史社会学的アプローチと東アジ
ア社会比較分析により、このプロセスを厳密
に分析する。 
 
３．研究の方法 
 「理論班」、「計量歴史社会学班」、「東アジ
ア社会比較班」という 3つの班からなる研究
体制を立ち上げ、班別研究活動および班の間
の有機的連携により、研究プロジェクトを推
進する。 
理論班は「グローバルな変動→移動レジー
ムの変容→社会階層と雇用・生活リスク分布
の変動」という理論枠組を整備し、他班に提
供する。 
この理論枠組に基づいて、計量歴史社会学
班は、バブル経済崩壊から現在に至るまでの
グローバルな変動の影響を受けた移動レジ
ームの変遷を検討し、その変遷が社会階層と
雇用・生活リスク分布に及ぼす影響を分析す
る。 
東アジア社会比較班は、理論班による理論
枠組を用いながら、日本、韓国、台湾を中心
に移動レジームの違いが社会階層と雇用・生
活リスク分布に及ぼす影響の違いについて
分析する。またスウェーデンと東アジア諸国
との共通点と相違点についても検討する。 
なお、使用するデータは社会階層と社会移
動全国調査（SSM 調査）データのような個票
データと文書資料である。 
 
４．研究成果 
 「グローバルな変動→移動レジームの変容
→社会階層と雇用・生活リスク分布の変動」
という社会的メカニズムの解明を本研究プ
ロジェクトの中心的課題として、下記に述べ
るような成果を挙げることができた。なお本
研究プロジェクトの研究成果の一部は科学
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Social Institutions, and Mobility Regimes
に収められている。 
 
(1) 現代日本社会における雇用・生活リスク
が特定の社会集団（非正規雇用者や失業者、
女性等）に偏在していることを統計データに
より確認し、なぜそのような偏在が生じてい
るのかについて理論的な検討をした。その成
果として、次のような社会的メカニズムが明
らかになった。戦後日本社会においてホワイ
トカラーとブルーカラーの身分格差が解消
される過程で非正規雇用者の問題は顕在化
されず、正規雇用者だけが日本型雇用福祉レ
ジームの庇護下に置かれるようになった。こ
のレジームと男性稼ぎ主モデルが高度経済
成長期に確立し、それなりの安定したシステ
ムが維持された。その後グローバリゼーショ
ンや新自由主義などのグローバルな変動が
生じたが、その変動はこのシステム全体に影
響を及ぼしたわけではなく、労働市場の周辺
部分に大きな影響をもたらす一方で、中核部
分にはあまり影響をもたらさなかった。この
ことは従来の日本型移動レジームの変容を
もたらし、急速に変動する現実とそれに対応
しない制度の間にギャップを生みだした。そ
して、そのギャップに非正規雇用者が陥って
いる。 
 
(2) 2008年のパート労働法改正と 2012年の
労働者派遣法改正は、ともに 2000年・2002
年に均等・均衡原則を明示した研究会報告の
内容を具現化したものであった。両研究会報
告は基本的に、企業別シチズンシップを支え
る政策基盤を問い直すものとはなっておら
ず、結果として企業別シチズンシップに内在
する不平等の論理を法制化する役割を果た
してしまっていることが明らかになった。 
 
(3)スウェーデンにおける移民の失業率に影
響を与える要因を検討し、要因の一つとして
差別があげられること、また、反差別法の効
率的な運用が求められる中で、労働市場にお
ける差別に対応するのが困難になっている
ことを明らかにした。さらに、日本における
再分配政策支持の分析からは、構造改革によ
る利害の構造の変化が、低生産性産業で働く
労働者の再分配支持を低下させている可能
性が示された。 
 
(4) 個人が制度をどのように認知し、そして
それが行為に影響するのかを教育選択を例
に検討した。Breen and Goldthorpe（1997）
の相対的リスク回避説を検討した上で、日本
における教育選択の合理的選択モデルを提
示した。そして、このモデルに関して高校生
と母親に対する調査データを用いた検証を
行った。高校生が各学歴に対してどのような
評価をしており，それが教育期待に影響を与
えるのかを分析した結果、①教育に対する経
済的負担、成功の見込み、学歴の社会的評価，

学歴の地位下降移動回避可能性についての
評価は異なること、②これらの評価が教育選
択に影響を与えていること、③しかしこれら
の評価は社会経済的背景が教育選択に与え
る影響をほとんど媒介していないことが明
らかになった。以上の結果から、Breen and 
Goldthorpe（1997）のモデルは教育選択を説
明する上では有効であるが、日本の教育機会
の不平等の生成メカニズムについてはあま
り説明力を持たないといえる。 
 
(5)出身階層から現職にいたる地位達成モデ
ルを前提に、当該社会の中で確立している制
度が、人々の地位達成過程に及ぼす影響を明
らかにした。特に、地位達成の様々な局面の
中でも、失業に焦点をあてた。そして、2000
年代後半以降、世界的に起こった経済危機が、
日本における海外からの移民労働者にどの
ような影響を及ぼしたのか、また経済危機と
移民の失業との関係は、日本の移民政策や労
働市場構造といった制度によってどのよう
な影響を受けたのか、これらの問題を計量分
析に基づき解明した。計量分析の結果、移民
の失業のあり方は、日本社会の制度編成によ
って大きな影響を受けていることが分かっ
た。 
 
(6) 日本型移動レジームにおける上方移動の
機会や構造的要因の影響について論じるた
めに、非正規労働から正規労働への転換とい
う側面から分析した。その結果、上方移動は
労働市場の機会構造に大きく規定されてい
ることに加えて、上方移動はライフコースの
早期段階でしか発生せず、30歳を超えた正規
化は極めて限定的であることが明らかにな
った。 
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